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２Ｄ０１ 

 

日本の論文産出構造における大学グループ別の研究活動の特徴 

 
○村上昭義、伊神正貫（文部科学省科学技術・学術政策研究所（NISTEP）） 

 

 

 
1．はじめに 

科学技術・学術政策研究所では、科学研究活動

の主な成果公表媒体である論文に着目し、日本及び

主要国の科学研究のベンチマーキングを多角的な

視点で行っている。科学研究のベンチマーキングの

報告書は 2008 年よりほぼ隔年で公表し、最新版の

「科学研究のベンチマーキング 2017」を 2017 年 8 月

に公表した[1]。 

本発表では、日本の論文産出構造のうち、大学等

の部門に注目し、論文数シェアによる大学グループ

別の研究活動の特徴を深掘りする1。 

2．大学グループ別で見る日本の論文産出構造 

研究活動の特徴は大学の研究活動の規模によ

っても異なることが先行研究より示されている

[2]。ここでは、2009-2013 年の日本国内の論文数

シェア（自然科学系、分数カウント）を用いて大

学グループの分類を行った。図表 1 に示す通り、

日本国内の論文数シェアが 4％以上の大学は第 1 グ

ループ、1％以上～4％未満の大学は第 2 グループ、

0.5％以上～１％未満の大学は第 3 グループ、0.05％

～0.5％未満の大学は第 4 グループとした。 

図表 1 大学グループ分類 

大学G 論文数
シェア

大学名

第1G 4%以上 大阪大学, 京都大学, 東京大学, 東北大学

第2G 1～4%
岡山大学, 金沢大学, 九州大学, 慶応義塾大学, 
神戸大学, 千葉大学, 筑波大学, 東京工業大学, 
名古屋大学, 日本大学, 広島大学, 北海道大学, 
早稲田大学

第3G 0.5～1%
愛媛大学, 大阪市立大学, 大阪府立大学, 
鹿児島大学, 北里大学, 岐阜大学, 近畿大学, 
熊本大学, 群馬大学, 静岡大学, 順天堂大学, 
信州大学, 東海大学, 東京医科歯科大学 （他13大学）

第4G 0.05～0.5%
香川大学, 高知大学, 佐賀大学, 自治医科大学, 
島根大学, 首都大学東京, 昭和大学, 東邦大学, 
名古屋市立大学, 日本医科大学, 弘前大学, 
福岡大学, 山梨大学, 横浜国立大学 （他125大学）

その他G ～0.05% 上記以外の大学、大学共同利用機関、高等専門学校
 

図 表  2 で は 、 日 本 の 各 部 門 の 論 文 数 及 び

Top10％補正論文数の推移を示す。大学等部門（第

1G～その他 G）で、日本全体の 74％に当たる論文を

産出していることから、論文を成果公表媒体とするよ

                                                  
1
 本報告は分析の途中結果であり、最終的な結果は変化する可能性

がある。 

うな研究活動において大学等部門が大きな割合を果

たしていることが分かる。この構造は 1980 年代から大

きな変化はない。 

図表 2 日本の部門別論文産出構造 【分数カウント法】 
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（注 1）Article, Review を分析対象とし、分数カウント法により分析。

2014 年値は 2013 年、2014 年、2015 年の平均である。 

（注 2）Top10％補正論文数とは、被引用数が各年各分野上位 10％に

入る論文を抽出後、実数で論文数の 1/10 となるように補正を加えた

論文数を指す。 

（注 3）「大学等部門」は、大学グループ分類ごとに示した。「公的機関

部門」には、国の機関、特殊法人・独立行政法人及び地方公共団体

の機関を含む。 

（注 4）クラリベイト・アナリティクス社 Web of Science XML (SCIE, 2016

年末バージョン)を基に科学技術・学術政策研究所が集計 

日本国内の論文数に占める各グループの割合は、

2014 年値で第 1G（17％）、第 2G（19％）、第 3G

（14％）、第 4G（20％）、その他 G（4％）であり、第 1G
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～第 4G 各々で、同程度の割合を占めている。 

Top10％補正論文数に注目すると、大学等部門

（第 1G～その他 G）で 7 割程度を占めることは論文数

の状況と同じであるが、各グループの割合は、第 1G

（24％）、第 2G（20％）、第 3G（11％）、第 4G（14％）、

その他 G（3％）であり、第 1G の割合が比較的大き

い。 

次に、日本全体の論文数及び Top10％補正論文

数の変化がどの組織区分・グループの影響を大きく

受けているかの要因を調べた。図表 3 には、日本全

体の論文数（上段）及び Top10％補正論文数（下段）

の変化における組織区分・グループ別の増減を示

す。 

図表 3 日本の論文数及び Top10％補正論文数の変化にお

ける組織区分・グループ別の増減 

（A）論文数の変化 【分数カウント法】

（B）Top10％補正論文数の変化 【分数カウント法】

1,110 

143 

-183 -177 
-400
-200

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400

（Ⅰ）

1994年平均

→1999年平均

（Ⅱ）

1999年平均

→2004年平均

（Ⅲ）

2004年平均

→2009年平均

（Ⅳ）

2009年平均

→2014年平均

17,163 

3,137 

-3,143 
-732 

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

（Ⅰ）

1994年平均

→1999年平均

（Ⅱ）

1999年平均

→2004年平均

（Ⅲ）

2004年平均

→2009年平均

（Ⅳ）

2009年平均

→2014年平均

企業

第1G
第2G
第3G

第4G

第1G

第2G
第3G
第4G

企業

 
第1G 第2G
第3G 第4G
特殊法人・独立行政法人 企業

それ以外 日本全体の変化
 

（注 1）Article, Review を分析対象とし、分数カウント法により分析。 

（注 2）「大学等部門」については、4 つの大学グループで表し、特殊

法人・独立行政法人、企業を加えた 6 つの組織区分に注目した。上

記以外の組織区分をまとめて「それ以外」とした。 

（注 3）データは図表 2 と同様。 

（出典）科学研究のベンチマーキング 2017, 調査資料 262. 

増減の時点は、(Ⅰ)1994 年平均から 1999 年平均

の変化、(Ⅱ)1999 年平均から 2004 年平均の変化、

(Ⅲ)2004 年平均から 2009 年平均の変化、(Ⅳ)2009

年平均から 2014 年平均の変化をそれぞれ示す。年

平均は、前後の年を含めた 3 年平均値を意味する。 

論文数の(Ⅰ)1994 年平均から 1999 年平均の変化

では、第 1G～第 4G のそれぞれが増加している。

(Ⅱ)1999 年平均から 2004 年平均の変化では、第 1G、

第 2G、第 4G が増加しているが前期と比べてその値

は小さい。他方、(Ⅲ)2004 年平均から 2009 年平均の

変化では、第2Gの減少（-757件）が大学グループ別

では最も大きい。 

Top10 ％ 補 正 論 文 数 の 変 化 に 注 目 す る と 、

(Ⅰ)1994 年平均から 1999 年平均の変化では、第 1G

の増加が他の大学グループより大きい。(Ⅱ)1999 年

平均から 2004 年平均の変化及び(Ⅲ)2004 年平均か

ら 2009 年平均の変化では、大学グループの中では

第 3G に減少が見られる（それぞれ-60 件、-27 件）。

また、(Ⅳ)2009 年平均から 2014 年平均の変化では、

第 1G の減少（-88 件）が大きい。 

3．大学グループ別の論文分野構造 

大学グループ別の論文分野構造に注目し、図表 

4 に第 1G～第 4G の分野別論文数割合の推移を示

す。 

第 1G では、物理学、材料科学、環境・地球科学が

他のグループに比べて比較的大きい割合を占める。

近年、環境・地球科学の割合は大きくなっている。 

第 2G では、第 1G に比べて、物理学、材料科学の

割合が小さい一方、臨床医学の割合が大きく、近年

拡大傾向にある。 

第 3G 及び第 4G は、同じような分野別論文数割合

を示しているが、第 1G 及び第 2G に比べて、ライフサ

イエンス系（臨床医学と基礎生命科学）の割合が大き

い。近年では、第 3G 及び第 4G ともに、約 60％をラ

イフサイエンス系の分野が占めている。特に、臨床医

学が 2007 年頃より拡大している。他方、物理学、計

算機・数学、環境・地球科学は、第 1G 及び第 2G に

比べて小さい割合で推移している。 

図表 5 に、分野ごとの大学グループ別の論文数

及び Top10％補正論文数の 10 年間の変化を示す。

ここでは、整数カウント法と分数カウント法の両方の

結果を示す。 

両方のカウント方法で論文数が減少しているのは、

物理学であり、特に第 1G と第 2G の減少が大きい。 

分数カウント法で見ると、図表 3 で示した Top10％

補正論文数の(Ⅳ)2009 年平均から 2014 年平均の変

化における第 1G の減少は、化学、材料科学、物理

学の減少幅が大きいことに起因することが分かる。 

分数カウント法の工学は、日本全体では減少して

いるが、特に第 4G の減少が大きいことが分かる。他

方、臨床医学の増加は、第 1G～第 4G の全てで増加

しているが、特に第 4G の増加が最も大きい。 

2D01.pdf :2
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図表 4 大学グループ別の分野別論文数割合の推移 
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（注 1）Article, Review を分析対象とし、分数カウント法により分析。 

（注 2）研究ポートフォリオ 8 分野に分類できない論文を除いた結果。 

（注 3）データは図表 2 と同様。 

図表 5 分野ごとの大学グループ別の論文数及び Top10％補正論文数の変化 
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（注 1）Article, Review を分析対象とした。一部、データ表示に際し、少数点以下の四捨五入処理により、計算が合わない場合がある。 

（注 2）データは図表 2 と同様。 
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このように、分野別に論文数及び Top10％補正論

文数の増減を調べると、大学グループによっても、論

文数の増減の特徴が異なることが分かる。 

4．責任著者に注目した大学グループの論文数 

図表 5 において、整数カウント法の全分野の論文

数は、日本全体では横ばい（伸び率：１％）であるが、

各大学グループの論文数は増加している（第 1G：

7％、第 2G：9％、第 3G：10％、第 4G：9％）。各大学

グループの研究力は向上しているように見えるが、第

1G～第 4G の重複を排除した論文数の伸び率は 3％

であり、日本全体の推移に近い。 

このような論文数の伸び率の差が見られるのは、ど

のような理由からだろうか。仮説として、各大学が限ら

れたリソースの中で、ネットワークを活用することで成

果を拡大していることが考えられる。ここでは、責任著

者（Corresponding author）に注目して、実質的な研

究をリードしている研究者の論文数に注目して分析

を行った。 

図表 6 に大学グループ別に責任著者別論文数の

推移と論文数（整数カウント法）に占める割合を示

す。 

まず、全ての大学グループで、自大学 G の責任著

者論文数及び割合は低下していることが分かる。加

えて、海外機関や他大学 G の責任著者論文数及び

割合は増加している。 

大学グループ別に見ると、第 1G は海外機関の責

任著者論文数の割合が最も大きく（18％）、その変化

分も大きい（＋6％ポイント）。さらには、他大学 G の責

任著者論文数割合も 17％を占めており、＋1％ポイ

ント増加している。第 2G～第 4G においては、第 1G

と比べて、海外機関の割合増加が小さく、他大学 G

の割合増加が大きいことが特徴的である。 

また、海外機関の責任著者論文数に注目すると、

2013-2015 年平均の第 1G～第 4G各々の合計値（図

表 6(A)の a+b+c+d）は 12,099 件である。しかしながら、

第 1G～第 4G を 1 つのグループとして集計した場合

（e）では 10,513 件であり、約 1,600 件縮小する。これ

は、各大学グループが同じ海外機関との共著論文に

よって成果を拡大していることを示唆している。 

このように、各大学グループの論文数において、

自大学 G の責任著者論文数は微減である一方、他

大学 G や海外機関との共著が増加している。 

5．まとめ 

日本の論文産出構造のうち、大学等の部門に注

目し、論文数シェアによる大学グループ別の研究活

動の特徴を深掘りした。大学グループによって、分野

構造に違いが見られた。また、責任著者論文数に注

目すると、全ての大学グループで、自大学 G の責任

著者論文数及び割合が低下している。日本の大学

部門のインプットが主要国と比べ、大きく伸びない中、

各大学は限られたリソースの中で、ネットワークを活

用すること（共著論文）によって成果を拡大していると

言える。ただし、これらの論文については、個別大学

から見ると論文数の増加に寄与するが、日本全体と

して見ると寄与は小さくなる。日本全体の研究力を向

上という意味では、多様な海外機関相手との共著ネ

ットワークを強化することや、日本全体の責任著者論

文数をいかに増加させるかが重要となると考える。 

図表 6 大学グループ別の責任著者別論文数の推移と割合 

（A）責任著者別論文数の推移

（B）論文数に占める責任著者別論文数の割合
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（注 1）Article, Review を分析対象とした。責任著者（Corresponding 

author）の論文数を整数カウント法で分析。3 年平均値である。 

（注 2）責任著者は、原則 1 論文 1 人であるが、複数の所属を持つ場

合がある。そのような重複と、責任著者の記載がない論文が含まれる

ため、大学グループ別の責任著者別論文数の合計値は、大学グルー

プ別の論文数（整数カウント）と一致しない（最大のずれは 0.2％程度） 

（注 3）データは図表 2 と同様。 
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